








































米ソ対決の現実の中で, これらの領土・国境問題は国際法上 (de jure) の
決着はなされず, 実効的支配や休戦ラインなど, 国際的な力関係のバラン


































である「合意は拘束する (pacta sunt servanda)」とその系である「合意は
第三者を害せず利せず (pacta tertiss nec nocent nec prosunt)」に合致する。
(桃山法学 第15号 ’10)38
それゆえ,「平和条約」は日本と同条約の当事国となった連合国48カ国を

























































ern part of Sakhalin as well as all the islands adjacent to it shall be returned to
the Soviet Union.)」と明示的に規定されている。他方, 千島列島に関して
は「千島列島はソ連に引き渡されるべし (The Kuril islands shall be handed




























































従来, 国際慣習法が領域の取得方法として認めてきたものは, 添付 (ac-
cretion: 自然現象にせよ人工的なものにせよ, 物理的作用によって領域を
増大すること), 割譲 (cession : 合意によって一国から他国へ領域の一部
を移転すること), 先占 (occupation : いずれの国にも属していない無主地
[terra nullitis] を取得すること), 時効 (prescription : 一定の事実関係が長
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